
2019年4月１日申請から適用します
表１　建築確認・検査申請　

報奨金ポイント加算は、確認申請手数料にポイント加算されます。申プロデータ提供でさらにプラス加算されます。

用途変更については、当該用途変更に係る部分を申請面積として算定します。

既存建築物への遡及適用等がある建築の場合は、当該部分の床面積を加算して算定します。

大規模の修繕、大規模の模様替えは、計画部分の床面積の １ ／２ に該当する面積で算定します。

申請が複数棟である建築物（２以上の部分がエキスパンションジョイント等により相互に応力を伝えない

　　　　 構造方法（以下「Exp.J等」という。）で接している建築物の部分も同様）に係る申請は、表２の延べ面積区分により

　　　　 算出した額を構造計算上の棟数から１を控除した数に乗じて得た額を加算します。なお、混構造の場合も準ずる。

26,000

30,000 35,000 31,000

50,000 55,000 54,000

建築確認・検査申請手数料

（非課税単位：円）

　　　　　　（単位円）
確認審査 仮使用認定

※1～※6 特定中間 完了検査 一般
※7※8

外構未完成※9

※12※13※17 ※10※14※18 既存建築物除却

A≦100

法6条の4該当 18,000 17,000 20,000 18,000

20,000 29,000
49,000 49,000特例なし 27,000

構造計算あり 53,000

100＜A≦200

法6条の4該当 25,000 22,000 26,000 24,000

60,000 55,000特例なし 37,000

構造計算あり 75,000

40,000 39,000

特例なし 68,000

構造計算あり 95,000

200＜A≦500

法6条の4該当 36,000 28,000

74,000 100,000 95,000

84,000 75,000

120,000

1,000＜A≦2,000 170,000 100,000 130,000 125,000

180,000

150,000

500＜A≦1,000 120,000

170,000 165,000

4,000＜A≦5,000 360,000 170,000 220,000

190,000

3,000＜A≦4,000 300,000 145,000 190,000 185,000 210,000

2,000＜A≦3,000 250,000 140,000

215,000 240,000

5,000＜A≦6,000 430,000 190,000 240,000 235,000 260,000

6,000＜A≦8,000 440,000 195,000 260,000 255,000 280,000

8,000＜A≦10,000 450,000 210,000 280,000 275,000 300,000

10,000＜A≦20,000 540,000 270,000 330,000 320,000 350,000

20,000＜A≦50,000 680,000 310,000 400,000 390,000 420,000

50,000＜A≦100,000 1,150,000 590,000 720,000 710,000 740,000

100,000＜A 1,500,000 800,000 920,000 910,000 940,000

昇降機
（エレベーター等※15）

20,000 25,000
計画変更
　　10,000

昇降機
（ホームエレベーター等※16）

15,000 20,000
計画変更
　　　9,000

工作物 22,000 22,000
計画変更
　　11,000

令138条第2項、第3項
（遊戯施設等）

※11 ※11 計画変更※11

令138条第3項2号 ※11 ※11 計画変更※11

※

※１

※２

※３

※４

完了検査

（中間がある場合）

1/10



法第６条の３「特定構造計算基準のうち確認審査が比較的容易にできるものの審査(ルート２基準審査)」を

適用する申請は、表３の延べ面積区分により算出した額をExp.J等で接している建築物の部分ごとに加算します。

当該床面積を加算する。）で算定します。なお、算定した面積が30㎡以内の場合は、手数料９,０００円とします。　

仮使用認定（一般）については、仮使用部分の面積を完了検査手数料に読み替え＋仮使用部分の面積の

確認審査手数料×１／２とする。ただし、１８０,０００円を限度とします。

※８

仮使用認定（外構未完成・既存建築物除去）については、仮使用する棟の床面積に基づく完了検査手数料に、

２０,０００円を加算します。

仮使用認定（外構未完成・既存建築物除去）についての完了検査手数料は、一律の２０,０００円とします。

別途協議により算出します。

表４に該当する審査を要する場合は、該当項目の額を加算します。

型式部材等製造者認証を受けた建築物の場合、５００㎡以内は３,０００円、５００㎡超は１０,０００円減額します。

省エネ適合性判定を要した建築物の完了検査は表５の手数料を加算します。

エレベーター等とは、４人乗り以上のもの、及びエスカレーターをいう。

ホームエレベーター等とは、３人乗り以下のエレベーターを含み、小荷物専用昇降機、段差解消装置をいう。

また、段差解消装置について告示仕様の場合はエレベーター等の手数料とします。

既存建築物が構造不適格であり構造耐力の審査を要する場合は１０,０００円加算します。

完了検査手数料について、直前の確認済証又は直前の中間検査合格証もしくは直前の仮使用認定通知書

の交付を当社から受けていない場合、５００㎡以内は２０,０００円、５００㎡超は５０,０００円、昇降機及び工作物は

１０,０００円加算します。

・その他特殊事情は、別途協議により算出します。

表２　構造別棟加算　　※４、※１３

※４　計算例

棟１ 構造計算上の棟数　２

1800㎡ 棟２ 延べ面積　2300㎡

ルート３ 500㎡

ルート３

手数料計算

確認審査延べ面積 ＋　（構造計算上の棟数 - 1 ）×加算額　＝　手数料

　　　250,000　 　　　＋  （            2             -  1） ×  50,000　＝　300,000

（単位㎡） （非課税単位：円）

表３　ルート２基準審査加算　　※５、※１３

※５　計算例（ルート２＋ルート２）

棟１

1800㎡ 棟２ 構造計算上の棟数　２

ルート２ 500㎡ 延べ面積　2300㎡

ルート２

Ｅｘｐ．Ｊ

構造別棟加算の合計＋棟１のルート２加算＋棟２のルート２加算＝手数料

　　　300,000　　　　＋145,000　　　　　　　＋98,000　　　　　　　　＝543,000

（単位㎡） （非課税単位：円）

※５

※６ 建築物の計画変更は、変更に係る部分の面積の１／２に該当する部分の床面積（床面積が増加する変更は、

※７

仮使用認定（一般）の完了検査は、通常の面積区分（仮使用部分含む全体面積）の手数料とします。

※９

※１０

※１１

※１２

50,000

※１３

※１４

※１５

※１６

※１７

※１８

Ｅｘｐ．Ｊ

A≦1,000 98,000

1,000＜A≦2,000 145,000

A≦500 30,000

500＜A≦1,000 40,000

1,000＜A≦10,000

2,000＜A≦10,000 163,000

10,000＜A≦50,000 215,000

50,000＜A 397,000

10,000＜A 100,000
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表４　特殊検討加算　　※１２、※１３

（単位㎡）　 （非課税単位：円）

表５　省エネ適合性判定を要した建築物の完了検査割り増し手数料　　※１４

（単位㎡）　 （非課税単位：円）

・割増手数料は、省エネ適合性判定を要した建築物ごとに算出した額の合計とする。

・省エネ適合性判定が必要な建築物で当社以外の機関が判定通知書を交付した場合は、表の各区分の額の2倍とする。

・省エネ適合性判定を必要とした増改築において既存部分のBEIにデフォルト値1.2を使用した場合の対象床面積の区分

　は既存部分の床面積を除いた床面積とする。ただし、既存部分のBEIにデフォルト値1.2を使用しない場合にあっては、

　既存部分を含めた建築物全体の床面積とする。

・一定範囲内の省エネ性能が低下する変更（ルートＢ）の審査を要する場合は、省エネ適合判定手数料の２０％の額を

　加算する。

避難安全検証法

A≦2,000 20,000

2,000＜A≦10,000 35,000

10,000＜A 50,000

耐火・防火区画検証法

A≦2,000 20,000

2,000＜A≦10,000 35,000

10,000＜A 50,000

特定天井

200＜A≦500 70,000

500＜A≦1,000 110,000

1,000＜A 150,000

防災計画書

A≦2,000 40,000

2,000＜A≦10,000 70,000

10,000＜A 100,000

床面積 工場等 工場等以外

A＜2,000 20,000 26,000

2,000≦A＜3,000 26,000 34,000

3,000≦A＜4,000 29,000 38,000

66,000

20,000≦A＜50,000 60,000 80,000

4,000≦A＜5,000 33,000 44,000

5,000≦A＜10,000 42,000 56,000

50,000以上 別途見積 別途見積

10,000≦A＜20,000 50,000
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※１ フラット35Sの設計検査手数料に下記金額を加算する

・ 評価方法基準5-1に定める断熱性能等級の場合は5,000円の加算

・ 評価方法基準5-2に定める一次エネルギー消費量等級の場合は10,000円の加算

・

適合証明業務（新築・共同建て）

適合証明業務（既存）

適合証明業務（リフォーム）

フラット35 リフォーム一体型

※ 新築時の検査状況、リフォーム瑕疵保険利用の有無等により検査回数が異なります。

フラット35 リノベ

共同建て融資種別

 ⑤：住宅債権積立者等向け

25,000

30,000

別途見積り

手数料融資種別

 ①：耐震改修（計画認定有り）

 ②：耐震補強

 ③：部分的バリアフリー 25,000

（税別単位：円）

区  分 手数料

  ①：通常の場合

  ②：リフォーム工事後に一括検査を行う場合

  ③：上記①、②のそれぞれに追加項目がある場合

  ④：共同建ての場合

70,000

50,000

別途見積り

別途見積り

（税別単位：円）

フラット35 35,000

フラット35S 50,000

15,000 15,000 15,000

フラット35 40,000

フラット35S 50,000

検査手数料 ※

適合確認検査

融資種別 設計検査 中間現場検査 竣工現場検査

9,000 12,000 11,000

11,000 13,000 12,000

9,000 12,000 11,000

事前確認 計画確認

フラット35・35S

財形住宅融資
15,000 10,000＋(N×2,000) 5,000＋(N×500)

フラット35・35S

財形住宅融資
20,000＋(N×1,000) 5,000＋(N×500) 5,000＋(N×500)

各種別共通 10,000＋(N×3,000)

融資種別 基本手数料

 ④：財形住宅

（税別単位：円）

フラット35S

フラット35

財形住宅融資

（税別単位：円）

一般

申請
分譲

評価方法基準1-1に定める耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）で、仕様規定の場合は10,000円、許容応力度計算の場合は15,000円の加算

区  分
建設評価無し 建設評価有り

竣工現場検査

分譲

賃貸

融資種別 設計検査

25,000

32,000 20,000＋(N×10,000)フラット35・35S

財形住宅融資

一

括

申

請 12,000＋(N×2,500)

32,000

※１
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設計住宅性能評価（必須項目）

M：

※1

建設住宅性能評価（必須項目）

M：

※ 建設住宅性能評価手数料は、本表に掲げる手数料の額に下記負担金等を加算した額とする。

設計・建設住宅性能評価（選択項目）

M：

※ 複数選択の場合は、追加の合計金額から20％減額

各面積区分の料金に加算した額とする。

共同住宅等

42,000＋M×3,000

64,000＋M×3,000

94,000＋M×3,000

230,000＋M×3,000

270,000＋M×3,000

300,000＋M×3,000

360,000＋M×3,000

430,000＋M×3,000

520,000＋M×3,000

40,000㎡＜A≦50,000㎡

50,000㎡＜A

620,000＋M×3,000

700,000＋M×3,000

（税別単位：円）

一次エネ加算  5,000

許容応力度加算 10,000

20,000㎡＜A≦30,000㎡

30,000㎡＜A≦40,000㎡

5,000㎡＜A≦8,000㎡

8,000㎡＜A≦10,000㎡

10,000㎡＜A≦20,000㎡

500㎡＜A≦1,000㎡

1,000㎡＜A≦2,000㎡

2,000㎡＜A≦5,000㎡

200㎡＜A≦500㎡

500㎡＜A

0㎡＜A≦500㎡

43,000

50,000

0㎡＜A≦100㎡

100㎡＜A≦200㎡

32,000

38,000

0㎡＜A≦100㎡

100㎡＜A≦200㎡

200㎡＜A≦500㎡

500㎡＜A

共同住宅等

0㎡＜A≦500㎡ 70,000＋M×5,000

500㎡＜A≦1,000㎡ 130,000＋M×5,000

1,000㎡＜A≦2,000㎡ 170,000＋M×5,000

2,000㎡＜A≦5,000㎡ 230,000＋M×5,000

5,000㎡＜A≦8,000㎡ 270,000＋M×5,000

8,000㎡＜A≦10,000㎡ 300,000＋M×5,000

10,000㎡＜A≦20,000㎡ 370,000＋M×5,000

20,000㎡＜A≦30,000㎡

50,000㎡＜A 860,000＋M×5,000

72,000

78,000

91,000

110,000

450,000＋M×5,000

30,000㎡＜A≦40,000㎡ 540,000＋M×5,000

40,000㎡＜A≦50,000㎡ 660,000＋M×5,000

高齢者等への配慮に関すること

防犯に関すること

（税別単位：円）

M×1,0001,000火災時の安全に関すること

1,000 M×1,000

1,000 M×1,000

空気環境に関すること

光・視環境に関すること

音環境に関すること

選択項目 追加手数料（共同住宅等）

1,000 M×1,000

（税別単位：円）

1,000 M×1,000

1,000 M×1,000

※1
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※ 確認申請手数料・設計住宅性能評価手数料は別途必要です。

※ 許容応力度計算を採用した場合において、各区分の料金に10,000円を加算した額とする。

    

低炭素建築物技術的審査手数料

※１

【住棟申請（共用部分）】延べ床面積区分

【住申請（非住宅部分）】延べ床面積区分

共

同

住

宅

等

118,000 105,000

388,000

3,347,000

増築・改築

438,000 394,000 394,000

技術審査

19,000

75,000 67,000 67,000 60,000 16,000 38,000

新 築

38,000 35,000 35,000 32,000 7,000

（型式性能認定）＋

建築確認（併願）

設計住宅性能評価技術審査のみ

（併願申請）

変更に係る

技術審査

技術審査＋

建築確認（併願）

技術審査

（型式性能認定）

技術審査 技術審査 ＋

350,000 88,000 219,000

105,000 100,000 24,000 59,000

242,000 218,000 218,000 194,000 48,000 121,000

変更に係る技術審査

47,000 24,000

118,000 59,000

187,000 94,000

別途見積り

760,000 684,000 684,000 608,000 153,000 380,000

（税別単位：円）

30,000 15,000

703,000 352,000

1,225,000 613,000

2,301,000 1,151,000

（税別単位：円）

共

同

住

宅

等

194,000

1,674,000

142,000 72,000

189,000 95,000

57,000 29,000

77,000 39,000

103,000 52,000

160,000

区分（面積㎡）
法第53条関係 法第55条関係（変更）

技術的審査手数料 変更に係る技術的審査手数料

（税別単位：円）

法第53条関係

技術的審査手数料

法第55条関係（変更）

変更に係る技術的審査手数料

239,000 120,000

429,000 215,000

319,000

2,000㎡＜A≦5,000㎡ 188,000 95,000

5,000㎡＜A≦10,000㎡ 219,000 110,000

0㎡＜A≦300㎡ 94,000 47,000

300㎡＜A≦2,000㎡ 144,000 73,000

（税別単位：円）

法第55条関係（変更）

変更に係る技術的審査手数料

109,000

10,000㎡＜A≦25,000㎡ 254,000 127,000

25,000㎡＜A 282,000 141,000

300㎡＜A≦2,000㎡ 336,000 168,000

2,000㎡＜A≦5,000㎡ 439,000 220,000

区分（面積㎡）
法第53条関係

技術的審査手数料

0㎡＜A≦300㎡ 218,000

25,000㎡＜A 659,000 330,000

（税別単位：円）

5,000㎡＜A≦10,000㎡ 510,000 256,000

10,000㎡＜A≦25,000㎡ 591,000 296,000

※1
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■住宅性能証明書

■増改築等工事証明書（８号工事）

単独 ※５ 他検査同時※６ 単独 ※５ 他検査同時※６ 単独 ※５ 他検査同時※６

■証明書再発行

※１

含んでいます。

※２ 断熱性能等級４、一次エネ等級４以上が確認できる証明書等とは、弊社が交付した又は交付する設計住宅性能評価書、その他の断熱性能等級４、一次エネ

等級４以上が確認できるものを指します。

※３ 耐震等級２以上又は免震建築物が確認できる証明書等とは、弊社が交付した又は交付する設計住宅性能評価書（既存住宅の場合は建設住宅性能評価書）、

その他の耐震等級２以上又は免震建築物が確認できるものを指します。

※４ 高齢者等配慮対策等級３以上が確認できる証明書等とは、弊社が交付した又は交付する設計住宅性能評価書、その他の高齢者等配慮対策等級３以上が確認

できるものを指します。

※５ 単独とは、本検査の現場検査を単独で実施する場合を指します。

※６ 他検査同時とは弊社が行う確認検査、適合証明、建設評価又は瑕疵保険の現場検査と本検査を同時に実施する場合を指します。

※７ 新築の場合の省エネルギー性に関する現場検査は、下地張り直前の工事の完了時及び竣工時です。

※８ 新築の場合の耐震性に関する現場検査は、基礎配筋完了時、躯体工事完了時及び竣工時です。ただし建築基準法の検査済証を提出した場合は竣工時の検査は

行わない。

※９ 新築の場合の高齢者等配慮対策に関する現場検査は、竣工時です。

※１０ 検査なしとは、申請時に所定の書類がそろった申請で現場検査を実施しない場合を指します。

※１１ 再検査は、1回分の手数料になります。

※１２ 変更申請が必要な場合は、申請手数料の1/2とします。

※１３ 一次エネ等級４、５の場合、新築の手数料を適用します。

省エネ（断熱性能等級）
断熱等性能等級４が確認できる証明書等あり※２ 断熱等性能等級４が確認できる証明書等なし※２

再検査※11
単独 ※５ 他検査同時※６ 単独 ※５ 他検査同時※６

住宅の増改築等 ― ― 40,000 32,000 12,000

住宅の新築又は新築若しくは

既存住宅の取得 ※７
23,000 15,000 40,000 32,000 12,000

住宅の新築又は新築若しくは

既存住宅の取得 ※７
27,000 17,000 50,000 40,000 12,000

省エネ（一次エネ等級）
一次エネ等級４以上が確認できる証明書等あり※２ 一次エネ等級４以上が確認できる証明書等なし※2

再検査※11
単独 ※５ 他検査同時※６ 単独 ※５ 他検査同時※６

耐震性・免震建築物
耐震等級2以上又は免震建築物が確認できる証明書等あり※3 耐震等級2以上又は免震建築物が確認できる証明書等なし※3

再検査※11
単独 ※５ 他検査同時※６ 単独 ※５ 他検査同時※６

住宅の増改築等 ― ― 50,000 40,000 12,000

住宅の増改築等 ― ― 48,000 38,000 12,000

住宅の新築又は新築若しくは

既存住宅の取得 ※8
27,000 17,000

48,000 38,000

12,000許容応力度計算の場合は

上記に10,000円加算

許容応力度計算の場合は

上記に10,000円加算

住宅の新築又は新築若しくは

既存住宅の取得 ※9
17,000 12,000 32,000 27,000 12,000

高齢者等配慮対策
高齢者等配慮対策等級3以上が確認できる証明書等あり※4 高齢者等配慮対策等級3以上が確認できる証明書等なし※4

再検査※11
単独 ※５ 他検査同時※６ 単独 ※５ 他検査同時※６

（税別単位：円）

種別
省エネルギー性※13 耐震性・免震建築物 高齢者等配慮対策等級

再検査※11

住宅の増改築等 ― ― 32,000 27,000 12,000

27,000 12,000

（税別単位：円）

種別 単独 ※５ 他検査同時※６ 検査なし※9 再検査※11

住宅の増改築等（５号） 37,000 27,000 50,000 37,000 37,000

37,000 27,000 20,000 12,000

住宅の増改築等（4号） 50,000 37,000 29,000 12,000

（税別単位：円）

１通あたり 1,000

（税別単位：円）

7/10



住宅性能証明書（贈与税非課税措置）の証明業務に係る手数料【共同住宅】
■住宅性能証明書

■増改築等工事証明書（８号工事）

単独 ※５ 他検査同時※６ 単独 ※５ 他検査同時※６ 単独 ※５ 他検査同時※６

■証明書再発行

※１

含んでいます。

※２ 断熱性能等級４、一次エネ等級４以上が確認できる証明書等とは、弊社が交付した又は交付する設計住宅性能評価書、その他の断熱性能等級４、一次エネ

等級４以上が確認できるものを指します。

※３ 耐震等級２以上又は免震建築物が確認できる証明書等とは、弊社が交付した又は交付する設計住宅性能評価書（既存住宅の場合は建設住宅性能評価書）、

その他の耐震等級２以上又は免震建築物が確認できるものを指します。

※４ 高齢者等配慮対策等級３以上が確認できる証明書等とは、弊社が交付した又は交付する設計住宅性能評価書、その他の高齢者等配慮対策等級３以上が確認

できるものを指します。

※５ 単独とは、本検査の現場検査を単独で実施する場合を指します。

※６ 他検査同時とは弊社が行う確認検査、適合証明、建設評価又は瑕疵保険の現場検査と本検査を同時に実施する場合を指します。

※７ 新築の場合の省エネルギー性に関する現場検査は、下地張り直前の工事の完了時及び竣工時です。

※８ 新築の場合の耐震性に関する現場検査は、基礎配筋完了時、躯体工事完了時及び竣工時です。ただし建築基準法の検査済証を提出した場合は竣工時の検査は

行わない。

※９ 新築の場合の高齢者等配慮対策に関する現場検査は、竣工時です。

※１０ 検査なしとは、申請時に所定の書類がそろった申請で現場検査を実施しない場合を指します。

※１１ 再検査は、1回分の手数料になります。

※１２ 変更申請が必要な場合は、申請手数料の1/2とします。

※１３ 一次エネ等級４、５の場合、新築の手数料を適用します。

省エネ（断熱性能等級）
断熱等性能等級４が確認できる証明書等あり※２ 断熱等性能等級４が確認できる証明書等なし※２

再検査※11
単独 ※５ 他検査同時※６ 単独 ※５ 他検査同時※６

住宅の増改築等 ― ― 37,000 27,000 12,000

住宅の新築又は新築若しくは

既存住宅の取得 ※７
23,000 14,000 37,000 27,000 12,000

省エネ（一次エネ等級）
一次エネ等級４以上が確認できる証明書等あり※２ 一次エネ等級４以上が確認できる証明書等なし※2

再検査※11
単独 ※５ 他検査同時※６ 単独 ※５ 他検査同時※６

住宅の増改築等 ― ― 51,000 38,000 12,000

住宅の新築又は新築若しくは

既存住宅の取得 ※７
32,000 19,000 51,000 38,000 12,000

住宅の増改築等

住宅の新築又は新築若しくは

既存住宅の取得 ※8

耐震性・免震建築物
耐震等級2以上又は免震建築物が確認できる証明書等あり※3 耐震等級2以上又は免震建築物が確認できる証明書等なし※3

再検査※11
単独 ※５ 他検査同時※６ 単独 ※５ 他検査同時※６

12,000

住宅の新築又は新築若しくは

既存住宅の取得 ※9
23,000 14,000 37,000 27,000 12,000

高齢者等配慮対策
高齢者等配慮対策等級3以上が確認できる証明書等あり※4 高齢者等配慮対策等級3以上が確認できる証明書等なし※4

再検査※11
単独 ※５ 他検査同時※６ 単独 ※５ 他検査同時※６

種別
省エネルギー性※13 耐震性・免震建築物 高齢者等配慮対策等級

再検査※11

住宅の増改築等 ― ― 37,000 27,000

他検査同時※６ 検査なし※9 再検査※11

住宅の増改築等（５号） 37,000 27,000 50,000 37,000 37,000

別途見積り

別途見積り

別途見積り

１通あたり 1,000

（税別単位：円）

37,000 27,000 20,000 12,000

住宅の増改築等（4号）

27,000 12,000

種別 単独 ※５
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※ 店舗併用住宅も含む。ただし住宅部分の床面積が非住宅部分の床面積より大きい場合に限る。

※ 共同住宅等については、証明書の基準、延べ床面積等を勘案して別途見積りとさせていただきます。

※ 証明書を追加発行する場合は1枚につき2,000円となります。

※ 変更申請が必要な場合は、申請手数料の1/2とします。

建築物省エネルギー性能表示（BELS）評価
住宅に係る評価手数料

※１

※２

※３

※４ 業務規程第11条第1項のシール又はプレートを発行する手数料は上記に含まれません。

建築物省エネ法関係（30条・36条）
住宅に係る技術的審査の手数料

※１

※２

※３

評価書等有り

耐久性・可変性

7,000

30,000 7,000

22,000 7,000

省エネル

ギー性

断熱性能等級４

一次エネルギー消費量等級４以上

24,000

一般料金

共同住宅等

基本料金(a) 80,000

評価書等ありとは、弊社が交付した又は交付する設計住宅性能評価書、その他の断熱性能等級４、一次エネ等級

４以上が確認できるものを指します。

（税別単位：円）

建物全体

共同住宅等

基本料金(a) 80,000

共用部(c)

耐震性 7,000

（税別単位：円）

許容応力度計算の場合は、上記に10,000円加算

28,000

バリアフリー性 22,000 7,000

一般料金

30,000

評価書等有り※１

7,000

3,000

基本料金(a)

左記手数料の1/2

左記手数料の1/2

80,000

3,000

80,000

変更申請手数料は、弊社で当初の評価を行ったものは当初の申請で適用された手数料の1/2とする。弊社以外で

当初の評価を行ったものは、新規手数料を適用する。

一般料金 評価書等有り※１

30,000 7,000

変更申請手数料は、弊社で当初の評価を行ったものは当初の申請で適用された手数料の1/2とする。弊社以外で

当初の評価を行ったものは、新規手数料を適用する。

左記手数料の1/2

3,000

建物全体

基本料金(a) 80,000

左記手数料の1/23,000

共用部(c) 80,000

（税別単位：円）

評価書等ありとは、弊社が交付した又は交付する設計住宅性能評価書、その他の断熱性能等級４、一次エネ等級

４以上が確認できるものを指します。
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建築物省エネ法判定

・

・

・

※１ 工場等・・・建築基準法等の用途が次のもの。

○工場 ○危険物の貯蔵又は処理に供するもの ○水産物の増殖場若しくは養殖場

○倉庫 ○卸売市場 ○火葬場又はと畜場、汚物処理場、ごみ焼却場 その他の処理施設

※２ 床面積・・・新築、増築又は改築する非住宅部分の床面積

※３ モデル建築法・・・採用する代表的な仕様のみを入力して評価する簡易評価法

※４ 標準入力法等・・・各室面積、仕様を入力して評価する詳細評価法、その他モデル建築法以外の評価法

木造住宅耐震診断等評価業務

20,000㎡＜A≦50,000㎡

50,000㎡＜A

モデル建物法 標準入力法

工場等 工場等以外

床面積の合計
モデル建物法 標準入力法

560,000

計画変更

64,000

100,000

136,000

160,000

192,000

別途見積り

軽微（ルートＢ） 上記の20％

上記の50％

A＜2,000㎡ 128,000

2,000㎡＜A≦5,000㎡

5,000㎡＜A≦10,000㎡

10,000㎡＜A≦20,000㎡

別途見積り 別途見積り 別途見積り

144,000

200,000

250,000

280,000

320,000

200,000

240,000

280,000

320,000

240,000

350,000

416,000

480,000

上記の20％ 上記の20％ 上記の20％

軽微（ルートＣ） 上記の50％ 上記の50％ 上記の50％ 上記の50％

上記の50％ 上記の50％ 上記の50％

一つの棟に複数用途がある場合は、用途毎の床面積で算定し加算するか、建築物全体の床面積を工場等以外の区分で算定

し、いずれか低額の判定料金とする。

計画変更および軽微変更の適合性判定手数料は、直前の判定を他機関で交付している場合は新築時の面積区分の額によ

る。

（税別単位：円）

（税別単位：円）

増改築の場合、既存部分のBEI値をデフォルト値1.2を使用した場合は、既存部分の床面積を除いた床面積で算定する。た

だし、デフォルト値1.2を使用しない場合は、既存部分を含めた建築物全体の床面積で算定する。

  ①木造住宅耐震診断評価

  ②木造住宅改修耐震診断評価

  ③木造住宅改修耐震診断変更評価

  ④評価証の再交付

9,000

35,000

15,000

1,000

※１

※２

※３ ※４

10/10


